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1985年調査 1989年調査 1985年調査 1989年調査
新潟港 0．3 1．2 0．2 8．3



































































地　　域 1981982 1983 1984 1985 1986198719881989 19901 91
極東・アジア 3．4 ／．6 3．8 4．9 2．8 5．65．3 5．1 4．6 4．1 5．8
欧州 2．3 0．6 1．8 4．0 1．3 1．3 2．1 2．7 1．6 1．2 1．3
北米／カリブ／中南米 0．1 1．2 2．0 3．81．9 1．6 1．0 L50．9 0．9 1．2
アフリカ 0．8一〇．1 一〇．1 0．5 o．o G．G 0．2 0．3 0．2 0．2 0．4
オセアニア／南太平洋 0．2 0．2一〇．1 0．4 0．1一〇．1 0．2 0．3 0．2一〇．！ 0．1
中東 L40．7 0．7 0．4一〇．3 一〇．2 0．2 0．3020．2 1．0

















日本 9％ 9％ 9％ 9．2
NIE・虜燃イ莞港） 13％ 19％ 20％ 14．8
ASEA・〔タイ／マレーシア／インドネシア／フィリピン）
2％ 4％ 5％ 17．3
極東計 25％ 34％ 36％ 13．6














港　湾　名 順位 1981年 順位 1986年 順位 1988年順位 1991年
シンガポール 6 ユ065 5 22032 33751・ 6354
香　港 4 15602 27741 40332 6162
高　雄 5 11253 24824 3G833 3913
　　　　、鴻bテルダム 1 20491 28703 32894 3766
釜　山 14 744 8 15336 22065 2694
神　戸 3 ！577 6 18855 22336 2635
ハンブルグ 7 907 13 124610 16227 2189
ロサンジェルス 17 621 10 13259 16528 2038
基　隆 16 655 7 15878 17629 2005
ニューヨーク
^ニェージヤージー 2 18604 23407 209610 1865
横　浜 9 813 12 131013 14531！ 1796
東　京 15 695 14 108214 139612 1784
ロングビーチ 21 554 9 139411 154013 1768
アントワープ 12 795 11 131312 147014 1761
サンファン 8 842 16 963 16 113615 1584













Nα 89Nα オペレーター 船　籍 隻　数 90　TEUTEU　UP％
1 1 EVERGREENTWN 47 115，448 1．4
2 2 MAERSK DEN 38 93，850 9．1
3 3 SEA－LAND USA 33 77，182 0．1
4 5 NYK JPN 32 65，166 14．0
5 6 COSCO CHR 50 62，204 13．1
6 4 APL USA 24 58，500 1．7
7 12 MOL JPN 26 54，687 24．8
8 7 00CL HKG 20 49，144 一6．1
9 11 HANJIN KRS 23 47，887 6．9
10 10 YANGMINGTWN 19 45，676 一1．6
TOP　lO　TOTAL 312 669，744 一
11 8 HAPAG GER 20 45，411 一2．9
12 9 KLINE JPN 18 45，376 一2．6
13 14SCANDUTCHDEN 14 37，598 10．3
14 13 P＆OCL GBI 16 37，587 一13．3
15 15NED NTH 19 3！，894 0．8
16 17NOL SNG 16 31，837 7．2
17 16ZIM ISR 21 29，954 一1．0
18 19 CGM FRA 16 23，968 10．1
19 18UASC UAE 15 23，686 一3．5
20 20BSC USR 24 22，400 7．2





Nα 89Nα オペレーター 船　籍 隻　数 90　TEUTεUUP％
1 1 COSCO CHR 20 9，907 12．3
2 4 TSK JPN 12 8，914 88．1
3 2 WAN　HAI TWN 14 8，639 23．5
4 6 KLINE JPN 12 8，407 106．7
5 3 APL USA 4 5，166 一12．3
6 5 UNIGLORY TWN 6 4，780 2．6
7 11 CHENG　LIE TWN 7 4，304 48．0
8 8 PIL SNG 7 4，019 ユ4．8
9 9 RCL SNG 6 3，706 6．3
10 10 NOL SNG 2 3，086 0．0
TOP　10　TOTAL 90 60，928 一
11 13 00CL HKG 4 3，060 9．8
12 19 M工SC MAL 7 3，027 140．6
13 12MAERSK DEN 5 2，406 一15，2
14 16 MOL JPN 2 2，026 0．0
15 7 NYK JPN 3 1，926 一45．7
16 14SINOTRANS CHR6 L884 一11．0
17 15 DONGNAMAKRS 4 1，602 一23．1
18 21 INTERASIAJPN 2 1，508 28．2
19 25 HNO／NAVIXJPN 3 1，368 57．6
20 18 SJSCO CHR 3 1，308 0．0
TOP　20　TOTAL 129 81，043 一
出所：日本郵船調査三編『世界のコンテナ船隊および就航状況』1991年版
アジア諸国の経済成長にともない東アジアからの輸出品目が全体的に一次産
品貿易から製品貿易へとその比重を移しはじめていることと，東アジア諸国
における消費市場の成長による製品輸入あるいは部品輸入などが増大してい
る。これらの品目もやはりコンテナ輸送に適したものが多い。（3十三船社の
台頭一米国海運法の改正などに一価される海運同盟の弱体化にみられるよう
に，80年代はとくに同盟船社以外の船社，いわゆる盟外船社が急速に台頭し
てきた。これら盟外船社は主に東アジア諸国系の船社であり，現在，東アジ
アを中心に世界のコンテナ海運に大きな影響力を持つ存在となっている（図
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表27，28）。つまり国際コンテナ物流機能が東アジアの主要港湾に集中しつ
つあるだけでなく，輸送を直接に担う船社の顔ぶれも「東アジア」化しつつ
あるのである。
　このようにみてくると，先に見た日本国内の地方港の「国際化」の動き＝＝
5大港からの自立化の動き，は実は東アジア諸国の有力コンテナ港と直接に
結びつきさらにこの結びつきを強化することによって進展しているという一
面を持っている。別の言い方をすると，地方港の「国際化」は国内拠点港へ
の依存をやめ他国の拠点港への依存を強めることによって実現しているので
ある。俗な言い方をすれば国内の「親分」港から他国の「親分」港へ乗り換
えることによって国内の「親分」港からの自立をはかっているという側面を
も持つものなのである。
　　　　図表29　地方港の「国際化」の実態
　　　　　　　　日本　　　　　　　　　　　　　アジア諸国
国艘点港湾○ 外国拠点港湾
／1＼ ○＼　　　地方港AO
?
島、港Ai＼ ○地方港B
O　　　＼
地方港B　　＼
○ ○地方港。
地方港C
　ここで経済の「グローバル」化という現象を物流面から見て定義すると次
のようになろう。まず各地方が地元港湾を媒介として直接的に他国の地方と
連結する現象，しかし横並びに連結するのではなく階層性を持った形で網の
目状で連結を持つ現象である。「グローバルゴ化とは，空間的側面に限定する
ならば，国内の周辺がその結びつきを持つ地域を国内中心地のみの状況から
他国の特定地域をも含めたより広い選択肢を持ちえること，したがって国内
の階層構造から他国の階層構造へ乗り移りがより自由になる状況であるとも
一363一
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言える。このような空間的な地域間のつながりは従来のような国民経済間の
つながりよりもよりきめ細かなものとなる反面，国民経済の凝集力あるいは
求心力を低下させ国民経済内部でのつながりを弱める原因となろう。日本経
済は1980年代に東アジア地域との経済関係を貿易／投資両面で強化した。80
年代は東アジア地域への日本企業の進出＝経営資源の移転や東アジア地域に
とっての輸出先としての日本といった形で一面では日本経済の東アジア地域
への拡延が進展した時期であり，したがって東アジア地域に対して日本経済
が強い経済的（さらには文化的）求心力を示した時期でもあった。日本にお
ける「地方分権」あるいは「多極分散型国土の形成」と日本の各地方におけ
る「局地経済圏」構想は表裏一体のものであり，日本経済の対外的拡延の一
部分であったと考えることもできる。日本の各地域が近隣諸国と直接的に経
済関係を取り結びその経済圏の中の頭脳部分になる，というイメージが国内
の経済活動の分散化という問題とリンクして想定されてきた。ところが本稿
で見てきたように現実はそのように動いていない。物流活動および機能は急
速に東アジアに集中しつつある。図表30で説明するならば日本はすでにB国
ではなくA国の位置にある。この背景には生産拠点の東アジアへの集中とい
う事態があることは容易に推測されるところである。つまり生産拠点の東ア
　図表30東アジアにおけるコンテナ物流の空間的連結概念図
　　　　　　　　　　　東アジア地域
A国　　　　　lB国域内拠点港　　i　　　　C国　　　　｝　　　　　　　　　　　　1
●
　　　　　　i　O
来齧ﾗ　　｝　　　　　　…
｝?…
域外　　　○
@／i＼σ’　　　1　’
@　　…@　　0
????????
?????、????????????????、???????「 ???…??????????????，????????????
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　d　　　　　　　　　　　　　　　　f
　　　　　　　　　　　　　　　　　／vジア集中によって物流活動／機能が東アジアへ集中しはじめているのであ
る。このように見てくるならば，日本経済は，少なくとも物流面では，急速
に東アジアに取り込まれつつあると言える。国境を越えた地域間の経済的連
結の網の目を基盤とする東アジア経済圏の中に日本経済も取り込まれようと
しているのである。
　さて最後に今後の課題をより明確にするため，ここで今までの分析をもと
に暫定的に物流面から見た経済の「グローバル」化の動きを図式化してみる
と図表31のようになろう。
　図表31物流面から見た経済のグローバル化
　　　　　　　　　　　　　　貿易摩擦／円高
「一一一一一一一一一　一一一一齢一一一ヤ?
；　賜腓iの変化
1　製品／中問財貿易の噌大
1　，1隅糊i、。獣
1　暇踊入の鰍?
?
??
?
1　　　　貿易・物流拠点の
i。物認灘分散，、i
l　　②物流拠点の地方内拠点化　　　量l　　　　　l
I　　　　　　　　　　　　　　　　I
’　　　　　　　　　　　　　　　　聖
L一＿一＿＿＿一，一一＿一一＿一　　一一畠
Y
一一一
???????????????????　　海運業界の変化
t）圃際」王丁愉迭の必要性
Aメーカーの対船：祉交渉力の
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??????
　　　l
@　　l
?????????????????
貿易・物流手段の変化
Eコンテナ貿易の増大
　　1
@　巳
??????????
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　海外直接投資　一一一＿一一
　　　　　　　　t■一一一一一一一一一一一一P一一駒一一 u
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??????
対目本貿易品目の変化
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アジア各港の国際物流拠点化
?????ー???ーー???????
一一一一一一一一b一一一一一一一一一一一一“
　この図表から分かるように以下の論点が次稿以降の課題となる。まず第1
に日本の貿易構造の変化を東アジア地域との製品／中間財貿易を中心に統計
資料をつかって検討することである。第2に東アジア地域における多国籍企
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業の物流ネットワークの実態分析である。この点については第1の論点と同
様に統計資料を分析するとともに，メーカーの生産拠点聞物流のあり方およ
び戦略の実態調査が必要となる。またこのようなメーカーの物流のあり方お
よび戦略に船社を中心とした物流業界がどのように対応しているのかをも検
討しなければならない（この点については不十分ではあるが津守［1992a］
を参照）。
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